
外郭団体ミッション遂行評価票 【令和３年度取組結果】

団体名 北九州市住宅供給公社 所管課 建築都市局 住宅計画課

R5
実績

　団体に対するミッション 　行財政改革大綱における見直し内容

①市と連携した街なかで居住できる魅力あるまちづくり
を、地元企業等と協働して推進する。

②公社所有の賃貸住宅については、ストックの有効活
用を行い、住宅セーフティネット、定住支援、子育て支援
などの市の住宅政策の課題解決のモデルとしての役割
を担う。

　民間事業者と競合する賃貸住宅事業については、公社に
おいて中長期的な経営計画を策定する中で、賃貸住宅市場
の動向等を踏まえ、その方向性を検討し、見直しを進める。
　これに併せて、公社が所有する賃貸住宅の維持・補修等
についても、今後のあり方を検討する。

　ミッションに基づく中期計画

3～5年後に
目指す状態

(1)地元企業等と協働で市が進める空き家の面的対策の取り組みを進め、空き家の活用を推進する。
(2)賃貸住宅について、住宅セーフティネット、定住支援･市内就職支援など民間と協調して市の住宅政
策の課題解決のモデルとしての役割を担う。

目標実績 実績 実績 目標 実績 目標
主な成果指標

年度ごとの目標及び実績（太枠は最終目標年度）
R4

75.2%

空き家の面的対策の地区数
目標通り
取組みを
推進した

市と連携し
て空き家対
策の取組み
を推進する

目標通り
取組みを
推進した

公社所有賃貸住宅の入居率
※入居率は3月31日時点

79.2% 78.0% 78.1% 77.0% 82.5%
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今後の
課題及
び見直
し内容
（案）

①成約率向上に向け、事務作業の効率化や
制度等の修正について市と積極的に協議し
ていく。
②本年度は新卒者からの問い合わせがな
かったが、引き続き定住促進等の支援策や
社宅活用のＰＲを積極的に行う。

団体へ
の改善
指導内

容
（案）

　これまでの実績等を踏まえ、入居率向上
及び家賃収入全体の増収のための効果的な
事業の実施や広報活動を積極的に行うこ
と。また、需要の見込めない団地について
は、団地の廃止・集約化の検討等をさらに
進めていくこと。

　その他～「行財政改革大綱における見直し内容」の取組み状況

見直しの分類 事業範囲を見直す団体

　ミッションの遂行状況の評価（令和３年度）

団体に
おける
評価

①空き家等面的対策推進事業業務を継続し
て受託し、事業者提案及び地元提供による
空き家情報の受付、現地調査票やアンケー
トの作成、空き家情報の事業者への提供、
協議会の開催補助など市と連携して取組み
を行った。
②市の政策を補完するため、子育て応援・
新卒者定住支援や市内転入を促す近居優遇
制度等を継続して実施するとともに、計画
的な修繕やリノベーション工事の実施など
ストックの有効活用を図った。
　入居率は、ルワージュ系は向上したもの
の、一般賃貸は高齢者の退去数の増加及び
老朽化による入居の伸び悩み等により昨年
度から1.8ポイント低下した。

市の評価

①「空き家等面的対策拡大実施協議会」の事
務局として、市と連携して事業者との調整や
空き家の現地調査等の業務に積極的に携わっ
ており事業推進に寄与している。
②子育て応援や新卒者の定住支援、近居優遇
制度等の実施により、本市の住宅政策を補完
していること及び社宅利用の推進や計画的な
修繕・リノベーション事業の実施等により、
入居率の向上・既存ストックの長期有効活用
を図っていることは評価できる。
　一方で、入居率については、目標に達して
いないため、費用対効果の高い様々な取り組
みを推進し、家賃収入全体の増収に努めてい
く必要がある。

　令和3年度までは、平成29年5月に策定した「中期経営計画（平成29年度～令和3年度）」に沿って事業を実施
した。令和4年度からは、令和4年3月に市の承認を得て策定した「中期経営計画（令和4年度～令和8年度）」に
沿って事業を実施する。


